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ころ, 働くモチベーションに関する経時変化を捉えられておらず, また, 非正規従業員の働く
モチベーションに関する実証研究, さらに, 働くモチベーションの経時変化についての研究
が極めて少ないことが判明した．そこで, 本研究では, 非正規従業員の働くモチベーションの
経時変化を捉えることで, 背後にあるメカニズムを明らかにする．  
分析方法として, 飲食チェーン 3 社において, 正規従業員, 非正規従業員の働くモチベー
ションに影響を与える要因に関するアンケート調査を実施した．回答を勤続期間別のグループ
に分けて比較することで, 経時変化を明らかにした．次に, 働くモチベーションに影響を与え




そして, 本研究では, 理論的基礎として Herzberg の「二要因論」を応用した．その理由は, 
フレームワークが分かりやすく, 世界中の多くの企業で実証研究が行われているためである．
但し, 同先行研究に対して, 業界などの属性による違いとインタビューによる臨界事象法に対




分析の結果, 3 つの結果を得た． まず, 非正規従業員では, 入店後の時間経過とともに働
くモチベーションに影響を与える要因が低下し, その傾向は正規従業員とは異なること．次に, 
探索的因子分析の結果, モチベーションに影響を与える要因は「労働条件」, 「職場関係」, 
「やりがい」の 3 つの因子に構成することができ, 要因の影響の強さは外発的動機づけ要因か
ら内発的動機づけ要因へとシフトすること．そして, 要因同士に相互作用があることを確認した． 
さらに, この結果に対して, 実務者からの評価を受けたところ, ビジネスの現場における妥





本研究の結果として, 学術的側面, 実務的側面において意義がある．まず, 学術的側面に
ついては, 第一に, 非正規従業員の働くモチベーションに経時変化を示したことであり, これ





本研究はあくまで, 飲食チェーン 3 社における実証研究であるが, 他の業種・業態に展開
するなど研究の余地が大いにある．例えば, 業界横断での研究を行うことで業界ごとの特徴に
よる差異や共通点を踏まえた働くモチベーションと組織の研究を発展させることができる． 
なお, 今後の研究への展開として補論において 2つのテーマについて述べる．補論 1では, 
非正規従業員の働くモチベーションを継続させるための, 内的動機づけ要因の探索を行う．






第 1 章では, 論文の目的やキーワードの定義について説明するとともに, 研究対象となる
飲食チェーンの特徴や取り巻く環境について説明する．第 2 章では, 働くモチベーションに関
する分野の先行研究を紹介するとともに, 先行研究では明らかになっていない課題に対して, 
本研究で取り組む対象を説明する．第 3 章では, リサーチクエスチョン, 仮説およびその導出
ロジックについて説明する．第 4 章では, 分析方法としてアンケート設計や仮説検証の方法を
説明する．第 5 章では, 分析結果をもとに 2 つの仮説が支持される根拠を示す．第 6 章では, 
分析結果の解釈や実務者のインタビューによる分析結果の評価を踏まえて考察を行う．第 7
章では, 結論として本研究の成果, 限界および今後の研究課題について説明する．なお, 第
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 研究の概要  
本章では研究の目的，キーワードの定義, および研究対象について説明する. 第 1 節では
本研究の 2 つの目的について説明する．第 2 節では, 研究の学術的, 実務的意義とともに分
析方法の特徴について述べる．第 3 節では, 研究対象の選定理由, 第 4 節では, 研究対象
となる飲食チェーンを取り巻く環境や業界の特徴, 第 5 節では, 日本の非正規従業員の特徴







本研究には学術的, 実務的意義があると考えている．まず, 学術的な意義として, 古典的
研究である Herzberg の理論をもとに, 経時変化という新たな切り口を加えて発展をさせたこと
である．次に, 対象になることが少ない, 飲食チェーンの非正規従業員での実証研究を行っ
たことである．さらに, 実務的な意義として, 実務者のインタビューを踏まえ, 店舗運営の意思
決定に繋がるヒントを提供することである． 
また, 研究の特徴は, Herzberg の二要因論のフレームワークを利用しながら, 飲食チェー
ンの非正規従業員における因子の抽出を行っている点, および勤続期間によるグループを作
り, 多母集団同時分析を行うことにより, 経時変化を分析している点である． 
1.3 研究対象の選定理由 














という 2 つのキーワードから説明する． 
まず, ここ数年で急激に普及をした「働き方改革」に注目する．Google Trends における人気
度からも 2017 年より検索数が急激に上昇していることが分かる（図 2）．そして, 働き方改革を
推進するための関係法律の整備に関する法律（いわゆる「働き方改革関連法」）による改正後





















※数値は, 特定の地域と期間について, グラフ上の最高値を基準として検索インタレストを相対的に表したもの 
図 2 「働き方改革」の人気度推移（Google Trends 2020 年 2 月 9 日時点） 
 
 









株主や商品, 市場, サービスの評価に活用できるものである(Mukherjee, 2006). 「A： 戦略
（strategic levers）」および「B:業務（enabling levers）」が両端に, 「C： 人・組織（people levers）」
を中央に配置され, 3 つの観点それぞれについて, 2 つのレバー（変革に必要な要素）により構
成されている．飲食チェーンでは, 店舗・地域で求められるサービスレベルが異なるにもかか
わらず, オペレーションは徹底して標準化している. このように, 戦略と業務の両側のギャップ
が存在し, それを間にある人・組織が調整をするという飲食チェーンならではの構図を説明で
きる．以下, 3 つのレバーを A, B, C の順に用いて飲食チェーンの特徴を説明する． 
 
 
図 4 飲食チェーンの特徴（6 レバーによる整理） 
 












がら, 有効求人倍率が上昇する中(厚生労働省, 2019a), 人材確保のために非正規従業員の
平均時給が高騰し, 人材不足が出店計画を阻害するなど事業に大きな影響を与えている．飲
食店.com を運営するシンクロ・フード (2018)の調査によれば, 飲食店経営における悩みや課
題について, 「集客（77.3%）」, 「人材の採用（55.1%）」が 1 位, 2 位を占めており, 業界の特徴
を表している． 














また, 業務における空間・協働者が限定されている点で特徴がある．伊丹 (2005)は, 「場と
は, 人々がそこに参加し, 意識・無意識のうちに相互に観察し, コミュニケーションを行い, 相

























飲食チェーンの運営の難しさについて理解することができる. Bowen and Lawler (1992)は, さ
まざまな問題を解決するというサービスの仕事の担い手に注目し,従業員に業績情報や権限
などの組織要素を分担している水準により職場を分類している. 組織要素を担うことでサービ
ス改善を起こしやすくなる一方, 労働コストや顧客への過剰サービスなどの欠点も挙げている.  
























上記 6 レバーのフレームを使って, 飲食チェーンの運営の難しさを説明したが, この状況は
統計データにも表れている．中小企業庁 (2016)によれば, 事業所単位でみた開廃業率では, 







転することが実証されている．例えば, Heskett, Sasser, and Schlesinger (1997)は, 「カスタマー
サティスファクション（CS）」と「従業員サティスファクション（ES）」の関係について多くの企業事




緯など, 特徴を踏まえる必要がある．また, 非正規従業員の基幹化は社会的課題であり, 本










雇用の区分（第 1 レベル）, ②常用労働者と臨時労働者の区分（第 2 レベル）, および③常用
労働者の内訳区分（第 3 レベル）の 3 階層に整理している． 
本研究においては, 直接雇用であり, 常用労働者（契約期間 1 ヵ月以上）であり正社員・正
職員以外の者, および臨時労働者と定義した（図 5）．実際には, 飲食チェーンにおいては
「クルー」, 「スタッフ」, 「キャスト」などと称されるアルバイト, パート従業員を意味している． 
 
図 5 統計調査における労働者の区分 総務省（2015）に筆者が加筆 
日本の非正規従業員における役割の変遷 
ここで, 日本の非正規従業員の特殊性についても言及をする．平野 (2010)によれば, 日











研究・研修機構 (2018)によれば, 非正規従業員の賃金水準は正規従業員の 56.6%と先進国
の中でも低い水準となっている（図 6）．厚生労働省 (2019b)の調査では, 正規雇用を希望し
ながらそれがかなわず, 非正規雇用で働く者（不本意非正規）も 14.3%（2017 年）存在し, 特に
25-34 歳の若年層で 22.4%（2017 年）と高くなっており, 非正規従業員は, 雇用が不安定, 賃
金が低い, 能力開発機会が乏しいなどの課題がある．また, 岩上 (2016)は, 日本，韓国，イ
タリア，カナダの 4 ヵ国比較調査の結果，ジェンダーや学歴などが就業区分に大きく影響を与
え, 他の 3 ヵ国と比較して柔軟性に乏しい日本の雇用構造を浮き彫りにしている．就業区分に
よる待遇の格差は非正規従業員がより多くの業務を担うようになる基幹化を妨げる要因となる
ため, 昨今では「同一労働同一賃金」に代表される格差改善の取り組みが行われている．例




日本の非正規従業員の特殊性を垣間見ることができる．奥西 (2008)は 1,030 名のインターネ










図 6 短時間労働者の賃金水準（国際比較） 
1.5.2 非正規従業員の基幹化 
基幹化の定義 












積極性」, 「組織や会社からの拘束拒否性」, 「正社員志向」という 3 つの側面に分類し, 「正
















を行い, フルタイムで働く人の方が OJT (on the job training), OFF-JT (off the job training)と
もに教わる経験が増える．また, 企業内訓練を受講することで仕事の能力を高めることができ, 
正社員への転換比率が高まるとしている．ここで, 非正規従業員の基幹化に関する主な先行












たり, 誘導したりするニーズに基づいて誕生したもの」(鹿毛, 2012), 「個人が活力を高め, 方



































本章では, 本研究に関係する先行研究を紹介する．第 1 節では, 本研究の位置づけ, 第
2 節から第 4 節では, 要因, モチベーションおよび結果としての人材定着に関する研究につ
いて, 第 5 節では, 非正規従業員の基幹化に関する研究を紹介する．第 6 節では, 先行研
究の課題を説明する．最後に, 第 7 節では, 中心的な理論として参照した Herzberg の研究
の評価と活用について述べる． 
2.1 働くモチベーションの分野における本研究の位置づけ 
図 7 は, 働くモチベーションに関する研究領域の全体像を示したものである．社会トレンド




にも影響を及ぼす．その結果, 店舗の顧客満足や業績, 離職率に繋がる．さらに, その結果
が従業員の業務体験, 仕事の捉え方に変化を与え, また, 内的要因として刺激を与える．こ
のような好循環を示した研究として Locke and Latham (1990b)の「高業績サイクル」, Heskett, 






図 8 は, 上記のうち中心テーマである従業員の働くモチベーションおよび影響を与える要
因, そして, その結果の関係を抽出した．この 3 つの関係に沿って先行研究を紹介する（図中
の数字は章節番号）．まず, 第 2 節では, 働くモチベーションに影響を与える要因に関する研
究, 第 3 節では, 働くモチベーションに関する理論研究, 第 4 節では, 働くモチベーションと
人材定着に関する研究, 第 5 節では, 非正規従業員の基幹化に関する研究について整理す






図 7 働くモチベーションに関する研究領域の全体像 
 
 

















も議論されている．例えば, Tan and Waheed (2011)は, 中国の女性向けアパレル店従業員
180 名に対するアンケートの分析を通じて, 給与と職務満足度に相関が強いことを示した．ま






を果たすため（14.3%）」となっている．しかしながら, ライフイベントが多く, お金がかかる 40 代
を境に「お金を得るため」は減少している（Appendix 2 図 36, p.114）．また, Kahneman and 
Deaton (2010)は, 米国 1,000 名の従業員調査により, 所得水準と幸福度には相関があるが, 
一定水準（年収 7.5 万ドル）を超えた段階から飽和状態になるとしている．筒井・大竹・池田 







さらに, 金銭的報酬の負の影響に言及する研究もある．Kohn (1993)は, 報酬が効果的でな
い理由を挙げている．すなわち, 報酬は「罰になる」, 「人間関係を破壊する」, 「理由を無視
する」, 「冒険に水をさす」などとしている．Deci（1995）は, 一旦報酬を使いだしたら簡単に後
戻りはできず, 報酬を獲得するために最短であるが好ましくないやり方を選ぶことになるとデメ





議論されている．例えば, 最近の研究では, O'Donohue and Ferguson (2001)は, Skinner の研
究を紹介し, 行動心理学の視点からオペラント条件付け（operant conditioning）を研究し, 罰




Lawrence, Nohria, and Wilson (2001)は, 人間の行動に繋がる要因として「地位などの獲得」, 
「他者との絆」, 「世界への理解」, および「自身の防御」の 4 つを示し, Sun, Aryee, and Law 
(2007)は, 教育, 褒章および会合への参加などの人事施策が, 高級ホテルの従業員の自発
的な行動に影響し, 組織の生産性に寄与すると論じている．Eriksson and Kristensen (2014)は, 





味と捉えている． Shamir, House, and Arthur (1993)は, カリスマ的指導者の行動がフォロワー
に与える影響をプロセスごとに説明し, Walumbwa, Wang, Lawler, and Shi (2004)は, 中国とイ
ンドの銀行および金融セクターの 402 人の従業員を調査し, 変革的リーダーシップが組織の








金銭や食べ物, 名誉など, 外から与えられる外的報酬に基づかず(VandenBos, 2013), 従
業員が自らの働くモチベーションを高く維持できることは, 経営にも望ましい影響を与える．池
田 (2017)は, ワーク・モチベーションの研究の中で, 「自己制御理論」（Carver & Scheier, 
1998）および「自我枯渇理論」（Baumeister, Bratslavsky, Muraven, & Tice, 2017）を紹介し, 目
標に対してのフィードバックを他者から受け取ることで, 自身の行動を制御することができると
している．Hackman (1980)は, 職務満足を高めるための職務特性要件を定量的な評価項目
（MPS: motivation potential score)にしている．仕事の意義や責任感および結果に対しての知
識が高い内的職務モチベーション, 高い成長満足感, 高い職務満足感, および高い職務効




が強く影響するとした．また, Ryan and Deci (2000)は「有機的統合理論（OIT: organismic 
integration theory）」において, 自律性の程度による動機づけの段階に分け, 無動機づけと最
も自立性の高い内発的動機付けの間に「①外的調整の段階」, 「②取り入れ的調整の段階」, 
「③同一化敵調整の段階」, 「④統合的調整の段階」の 4 段階に外発的動機付けを分類して
おり, 櫻井 (2012)は, この理論を踏まえて自律性の高い動機づけの方が, パフォーマンスや
精神的な健康の面で優れていることも理論化されていると述べている． Vroom (1964)は, 期
待と行動に対する報酬がその行動に対するモチベーションに影響するという「期待理論」を唱
え, 従業員にとっては自身の行動が肯定的な結果を生み出す確率が高いほど, 行動が促進
されると主張している．Oettingen and Mayer (2002)は, 学生の就職活動や恋愛など, 将来的
な期待が努力とパフォーマンスの動機づけになるかを研究している．堀江・犬塚・井川 (2009)
は, 製品開発組織における内発的動機づけについて調査を行い, 組織目標, 自由度がとも
に高いレベルにある時, 知識創造行動を促進させることを主張している． 
また, Csikszentmihalyi (2004)は, 「フロー（覚醒）状態」という自身のスキルレベルも高く, 高
度な仕事をこなせる状態について定義している． フロー状態になるための条件として, 目標








ある．Bandura (1995)は, 効力の信念の源として, 「制御体験（なんでもできるという確証）」, 
「代理体験（他人の成功事例）」, 「社会的説得（周囲からの承認）」などを挙げている．こういっ
た体験や周囲からのフィードバックにより, 自己効力が高まると, 行動が喚起されるようになる．












足に関する「心因性欲求（psychogenic need）」に分類し, 個人差があることを示した. 萩野・斎
藤 （1995)は, Murray の研究をもとに大学生を対象とする調査を実施している. 59 の欲求をリ
スト化し, 16 の欲求群に分類している．Maslow （1943)は, 人間の欲求を「生理的欲求」, 「安
全の欲求」, 「社会的欲求」 , 「承認の欲求」 , 「自己実現の欲求」の 5 段階（Maslow's 
hierarchy of needs）に分け, 各欲求階層が満たされることによって高次の階層を求めるように
なると説明している．欲求を段階に分けて論じるマズローの着眼点は, 今日に至るまで多くの
研究の参考とされている．各段階の順番の妥当性については批判もあるが, 人間の欲求に段










極端な 2 群に分け, 仕事に対して否定的で低次元の欲求を持つ人間という捉え方（X 理論）
と, 仕事に肯定的で高次元の欲求を多く持つという捉え方（Ｙ理論）に分類し, 人間の能力を




度に影響を与える従業員の意識について, 16 の調査項目を掲げ, 従業員満足に繋がる「動
機づけ要因」, 不満足に繋がる「維持要因」に分類した（二要因論）．古典的な研究ではあるが, 
そのフレームワークが理解しやすく, 多くの働くモチベーションに関する実証研究に使用され
ている. また, 本研究の中心となる外的要因, 内的要因の分析をするうえでも有用なことから, 
Herzberg の理論を参考に分析を行う（詳細は 2.7）．表 2 は, 本研究の便宜上, 上記の古典
的な研究で提起された理論を外的要因, 内的要因に分類したものである. 
 








になった．Morrow（1993)は, ワーク・コミットメントを構成する概念として，職務「関与（ job 
involvement）」, 「情動的コミットメント（affective organizational commitment）」, 「継続的組織コ
ミッ トメント（ continuous organizational commitment ） 」 , 「キャ リア・コミットメ ント（ career 
commitment）」, 「労働倫理観（work ethic endorsement）」の 5 つに分類している．また, 経営
側だけでなく個人としての欲求にも焦点を当てることによって, 様々なアプローチの方法が考
え出されるようになった．Amabile and Kramer (2011)は, 26 のプロジェクトチームの約 1 万 2000
件にもおよぶ日誌の記述から認識と感情と働くモチベーションの相互作用である「インナーワ
ークライフ」という概念を発見した. そして, それがパフォーマンスにどのように影響を与えるか
を研究している. Fischer, Malycha, and Schafmann (2019)は, Deci の自己決定理論と Amabile
の組織における創造性と革新性の動的コンポーネントモデルに基づき, コンサルティング会社
の 90 名の専門職に対して調査を実施した結果, 内発的動機づけが強いほど創造的・革新的
なパフォーマンスを発揮することができることを示した．有吉・池田・縄田・山口 (2018)は, 291
名のオフィスワーカーへの調査から, 定型業務は顧客と社会への貢献感, 自己成長, 達成感
が感じられにくいことで働くモチベーションを抑制することを示すとともに, 定型業務において
も仕事の意義を職務に感じさせる重要性について述べている．Pink (2011)は, 働くモチベー
ションを時代的な考察と合わせて 3 段階に分類し，「生きるため（モチベーション 1.0）」から「ア








魏 (2016)は, 企業による優秀な人材保持について, Herzbergの二要因論とBarnard（1968）
の組織均衡理論(Barnard, 1968)を用いて, 組織定着と従業員満足・不満足の関係を論じ, 組




21 名の正規従業員を対象に, 定着志向と会社満足感について, 面接により収集した逐語録
データからの分類による分析手法を用いて両者の関係を分析している．定着志向との関連が
強いのは「会社の発展性」のほか, 「会社の秩序面」, 「自己の貢献や活動」との関係を示して
いる．O'Reilly, Chatman, and Caldwell (1991)は, 組織文化プロファイル（OCP: organizational 






定められたルールと手順を順守させ, 測定可能な基準に基づいて報酬を支払う方法, 後者は, 
従業員の望ましい行動を引き起こす組織と従業員の心理的な結びつきを強める方法である．
分析の結果, コミットメント型システムのほうが離職率は低く生産性が高いという分析結果を得




整理しており, 飲食産業において定着化促進策として, 人事考課を頻繁に行い, リーダーな
どの職能資格を複数設定し, 時給とも連動させる仕組みを行っている企業の事例を紹介して




登用を行う場合は, 非正規機関の Off-JT や自己啓発の効果が大きいことを挙げている． 
2.6 先行研究の課題 
以下に 2 つの先行研究の課題について説明する. 第一に, 実正研究において経時変化を












る．例えば, Hitka and Miloš (2015)は, スロバキアの木材加工業における従業員調査により社
歴（10 年超, 未満）, 年齢（60 歳以上, 未満）の属性により重視する人事施策の違いについて, 
調査を行っている．また, To and Tam （2014）は, 中国の女性移住労働者の仕事価値, 雇用
報酬, 雇用満足の世代差を調査した.しかし, 経時変化を考察するには, 大くくりである．また, 
徐（2017)は, 業務の失敗の捉え方を研究する中で, 勤続年数とともに自己効力が強まること
で 失敗の原因に対する捉え方が変化すると論じている．しかし, その変化が何の要因による
























Feldman (1990)はパートタイム従業員を 5 つの属性で区分し, 職務満足や処遇への不満の持




野・若林 (1995)は, 女性パート職員 2,000 人の調査を行い, 職務満足に影響を与える要因に
ついて分析を行っている．高田・川村 (2018)は, 日本国籍と中国国籍の学生アルバイト従業
員を対象に比較調査をしている．国籍による差は認められず, 仕事の量的負担や役割につい
ての葛藤が職務満足に負の影響を与えていることが示されている．また, 江夏 (2011)は, 正
規・非正規従業員の間の均衡処遇とパフォーマンスについて研究をしており, 非正規従業員
が正規従業員と同等あるいはそれ以上の業務に従事するケースが多いほど, 均衡処遇の合
理性が高まるとしている．一方, 因果推定を確実に行うためには, 個別企業の人事管理, 組
織の体制やパフォーマンスについて, 時間横断的なデータの入手を残課題に挙げている． 
2.7 Herzberg 研究に対する評価および本研究での対応 
本節では, 発表から半世紀が経過した今日においても多くの学術的, 実務的な研究にお
いて参照され, また, 選抜や育成施策, アクティビティセラピー, 衛生管理など実際のビジネ
スにも広く活用されている Herzberg の二要因論(Herzberg, Mausner, & Snyderman, 1959)に
ついて説明する．そして, 肯定的, 批判的評価を紹介したうえで, 批判を踏まえた本研究で
の対応について述べる． 
2.7.1 Herzberg の「二要因論」 
Herzberg はエンジニア, 会計士, 工場の監督者, 看護師, 農業指導員など 12 の異なる従











図 9 Herzberg の二要因論（満足と不満足の要因） 
2.7.2 肯定的評価 
Herzberg の研究を参照する理由について, 産業心理学の研究者である Sachau (2007)は, 






としての正しさではなく, むしろフレームワークとしての分かりやすさを評価している．Malik and 





論は見事に教えているのである」と論じている．また, Robbins (2005)は, 「批判があるにもかか
わらず, Herzbergの理論は広く普及して, 彼の提言を知っているマネジャーは多い．この点で, 
職務の充実化を進めて, 従業員を計画の立案や自身の仕事の統制に一層の責任を持たせる
傾向になってきたのは, おそらく Herzberg の調査研究と提言に負う面が大きい」として, ビジ
ネスの実務への貢献について説明している．  




いる. 例えば, 上原・福田・浅井 (2015)は, 正規従業員と非正規従業員の職務満足に関する
研究を行い, Herzberg のフレームワークに一部修正を加えて非正規従業員には衛生要因, 
動機づけ要因が正規従業員と異なることを示した．Brislin, MacNab, Worthley, Kabigting, and 
Zukis (2005)は, 日本企業の働くモチベーションにおいての調査を行い, 二要因論の項目が
日本企業にも適合する旨を確認している．その他の国外においてもこのフレームワークを使っ
た実証研究が行われている.主な研究を表 3 に示す．また, 同氏の示した二つの要因（衛生














一方で, Herzberg の研究には調査対象, 研究方法に対する批判がある．この点ついて取り
上げ, その批判を克服するための本研究における対応を説明する．（具体的な分析方法につ
いては第 4 章）．村杉・大橋・羽石・地代 (1982)は, 日本人の製造業で働く従業員 3,000 名の
調査から「対人関係因子が動機づけ因子の部分を有する」とし, Herzberg の二要因論に基づ
く区分について属性による違いを唱えている．榎本 (2015)は, 日本人にとって, 職場の人間
関係が職務満足や働くモチベーション向上に大きな影響力を持つとしている．また, 国際比
較の研究において, 要因が働くモチベーションに与える影響の差異が認められており, 例え
ば Usugami and Park (2006)は, 「韓国と日本の経営者の間には認識の違いがあり, 職務遂行
に対する尊敬と称賛は, 韓国の経営者にとっては衛生要因だが, 日本の経営者にとっては動
機づけ要因になる」としている．また, Maidani (1991)は, 公共組織と民間組織における働くモ
チベーションの要因の比較を行ったところ, 公共組織は民間組織よりも衛生要因を重視してい
る．すなわち, Herzberg の研究はすべての従業員においてあてはまるものではなく, 対象者の
勤務する業界や職種などの属性によっても結果が変わる可能性がある．したがって, 本研究
において, 対象となる飲食チェーンの非正規従業員における働くモチベーションに影響を与
える要因の分類について, Herzberg の研究と比較を行い, 飲食チェーンにおける非正規従業
員の特徴が要因に表れているかを確認する． 
また, 北垣 (2012)は, Herzberg の研究方法に対する批判の論点を整理し, 臨界事象法を




の違いについては表 4 に示す．まず, 要因を示す項目が従業員の所属する業界, 職種によ
ってそのまま全てを活用できないため, 項目を飲食チェーン店舗に即した文言に修正する．
次に, Herzberg の研究においては満足, 不満に繋がる両側面をすべての項目が持ち合わせ
ており, 必ず 2 因子に分類できると断ずることはできない．そこで, 本研究においては






さらに, 本研究では, 結果に対する実務者にインタビューを行い, 第三者評価を得ることで実
態を反映していることを確認する． 
 







本章では, リサーチクエスチョンおよび仮説について説明する．第 1 節では, 本研究のリサ
ーチクエスチョン, 第 2 節ではそれを検証するための 2 つの仮説について述べる．第 3 節, 第





































図 11 仮説検証のイメージ  
 
3.3 仮説 1 の導出ロジック 
上記の 2 つの仮説に至った背景や関連する研究を踏まえて, 導出ロジックを以下に示す．
リクルートキャリア (2007)が転職者に行った「退職理由本音ランキング」調査は, 退職後に企
業に対して伝えた退職理由（タテマエの理由）と併せて本音の退職理由を設問とした（表 5）．
第 1 位に「上司・経営者の仕事の仕方が気に入らなかった」．第 3 位の「同僚・先輩・後輩とう
まくいかなかった」は人間関係に関する項目であり, これは入店前に知ることは難しい．しかし, 













また, 厚生労働省 (2008)の調査は, 勤続年数とともに従業員の働くモチベーションの低下
を示している．また, 働くモチベーションそのものに対する研究ではないが, 稲村・野間・荻











順位 退職理由 割合 順位 退職理由 割合
1位 上司・経営者の仕事の仕方が気に入らなかった 23% 1位 キャリアアップしたかった 38%
2位 労働時間・環境が不満だった 14% 2位 仕事内容が面白くなかった 17%
3位 同僚・先輩・後輩とうまくいかなかった 13% 3位 労働時間・環境が不満だった 11%
4位 給与が低かった 12% 3位 会社の経営方針・経営状況が変化した 11%
5位 仕事内容が面白くなかった 9% 5位 給与が低かった 7%
6位 社長がワンマンだった 7% 6位 雇用形態に満足できなかった 4%
7位 社風が合わなかった 6% 6位 勤務地が遠かった 4%
7位 会社の経営方針・経営状況が変化した 6% 6位 仕事に対する責任がなく物足りなかった 4%
7位 キャリアアップしたかった 6% 9位 上司・経営者の仕事の仕方が気に入らなかった 2%





図 12 入店からの時間経過による働くモチベーションの変化のイメージ 
 













また, 限られた空間における定型業務の繰り返しでは, 得られる刺激が限られており, 外的










なお, 要因の相互関係についても研究されている．Robbins (2005)は, 業務評価, 報酬の
「見える化」, 勤務中の監視, 同僚との競争, そして仕事の制約がなどの職場環境が内発的 
タスクモチベーション（興味深い, ワクワクさせられるなどそれに取り組みたいと感じる気持ち）




ては, 要因の経時変化を捉えるうえで, 要因同士の相互関係も確認をしたうえで考察する． 
 
 








説明する．第 2 節ではアンケートの設計, 第 3 節では因子の抽出とモデル設計, 第 4 節では, 
次章（第 5 章）で述べる仮説検証結果を得るための手順を解説する．  
4.1 分析方法の全体像 
表 6 は, 分析の流れを纏めたものである．以下, 節ごとに分析方法を説明する．第 2 節で
は, 本研究に用いるアンケートの設計について説明する．調査対象の選定, 運用方法, 項目
設計を踏まえて, 飲食チェーン 3 社の店舗に勤務する従業員を対象とした調査を実施する．
第 3 節では, アンケート調査データを用いて働くモチベーションに影響を与える因子の抽出を
行う．Herzberg の二要因論と比較を行ったうえで, 働くモチベーションのメカニズムを構造化し, 
店舗運営モデルの設計を行う．抽出したモデルに対して, 検証的因子分析を行い妥当性の
検証を行う．また, 因子ごとに Cronbach のα係数を算出することで, 尺度に含まれる個々の















がある．そこで, 本研究では 3 つの条件に合致する企業を選定した．第一に, 家族経営では
なく, 就業規則を有し一定の労働契約をもとに従業員の採用がされていることとした．家業の
場合, 労働条件にかかわらず, 容易に離職もできない場合は, 調査に歪みが発生する可能
性があるからである．第二に, 店舗を運営する管理職が設置されていることとした．店舗運営
の方針やシフト策定, 接客プロセスなど組織としてのルールを一定に保つための機能として必
要であるからである．第三に, 非正規従業員比率が 6 割以上を占める企業であることとした．こ
れは, 厚生労働省 (2012a)の報じている, 飲食, 宿泊業界の非正規従業員比率が 69.2%であ
ることに基づいているが, 非正規従業員が店舗オペレーションの多くを担っていることを前提と
するための条件である．以上の条件をもとに調査対象を検討したうえで, 日本全国に 50 店舗
以上を有する飲食チェーン 3 社の店舗に勤務する正規従業員, 非正規従業員の協力が得ら
れた． 
なお, 今回対象となる飲食チェーンにおいて, 非正規従業員は自ら職場を選べる選択肢
が多く, 辞めても他の職場を探すことが容易な環境にあることは考慮する．事実, 厚生労働省 
(2020b)によれば, 接客・給仕の職業の有効求人倍率は 4.15, 飲食物調理の職業は 3.56 と全






表 7 に, アンケートの実施要領を示した．飲食業界の店舗で勤務する非正規従業員に向




飲食チェーンの店舗における第 1 の特徴は, シフト制が導入され出勤, 休憩時間なども交
代で行うため, 趣旨説明や協力依頼を一斉に行うことが難しい．第 2 の特徴は, 非正規従業
員には, ＰＣやタブレットなどの端末が個人貸与されるケースは一般的ではなく, 多くの回答
者は, スマートフォンなど個人所有の端末を利用する必要がある．第 3 の特徴は, 接客時間
に執務エリアで端末を持ち込んだり, 回答をしたりすることはサービスへの影響や顧客からの
印象を悪化させる可能性があるため, 回答は休憩時間または業務時間外での作業になる．第
4 の特徴は, 職場や自身の意識を問うアンケート調査に慣れておらず, 自身の回答内容が上
司などにどのように伝わるのか不安を持つ非正規従業員もいる． 
第 1 の特徴より, アンケート依頼ポスターをバックオフィスに掲示して, QR コードにて個人の
スマートフォンなどを使用する方法にした（ポスター, スマートフォンの回答画面イメージは 
Appendix 2 図 34, p.111）．第 2 の特徴, および第 3 の特徴より, 回答の強制はせず, あくま
で協力依頼にとどめた．また, 回答負荷を軽減するため, スマートフォンを使って 5-10 分で回
答可能な 5 段階選択肢の設問での方式を採用し, フリーコメントの設問は任意にすることで, 












ている 16 の項目を参考にした．（Herzberg の項目を参照した理由や批判への対処について
は第 2 章）．Herzberg の研究における二つの要因の分析は就業区分や職種の特徴を踏まえ
たものではない．そこで, 本研究においては飲食チェーンの非正規従業へのアンケート調査
に即して 15 項目へ修正した．そのうえで探索的因子分析を行い, 抽出された因子構造（因子
と項目の関係）を Herzberg のものと比較した（表 8）．  
  
表 8 働くモチベーションに影響を与える要因の Herzberg と本研究の比較 
 
なお, 修正した点について以下に説明する．「A-2 個人生活」はアンケートの設問にプライ














した．「A-12 責任」および「A-13 承認」は非正規従業員にも理解しやすい言葉にするため, 




規従業員に創意工夫ができる職場になっていることが重要と考え「B-14 顧客本位」, 「B-15 
工夫行動」を追加した．以上, 要因に関する設問 15 項目, 結果指標 2 項目, 属性 2 項目, フ
リーコメント 1 項目（第 8 章 補論１で使用）となった．なお, アンケートの設問については
Appendix 1（表 33, p.110）に記載する． 
4.2.4 働くモチベーションに関するアンケート項目の設計 






みて，今の仕事には満足している」, 「③状況が許すのであれば， 5 年後も現在の職場で働
いていたい」の 3 項目を挙げている．本研究においては, アンケート項目数を最小にとどめる











程度, 退職行動, 勤続期間, 退職意思がある．それぞれ測定単位が組織全体か個人か, 特
性が客観的か主観的かによる（表 9） (山本, 2009)．なお, 本研究においては組織のリテンシ
ョン（人材定着）の程度を指標とした．まず客観的な指標である, 退職率, 退職行動, 勤続期















回答者の属性を問う項目として, 勤続期間, 就業区分, シフト回数の 3 項目がある．第一に, 
勤続期間を 3 ヵ月未満, 3 ヵ月以上 6 ヵ月未満（以降 3-6 ヵ月）, 6 ヵ月以上 12 ヵ月未満（以降
6-12 ヵ月）, 12 ヵ月以上 36 ヵ月未満（以降 12-36 ヵ月）, 36 ヵ月以上の 5 段階で区分をした．
この区分は日雇い労働の雇用期間上限である 1 ヵ月や派遣社員の契約更新である 3 ヵ月な
どの実態を踏まえて細分化されたものが慣例となり, 先行研究や行政調査において一般に用
いられている．例えば, 第 3 章で引用したディップ総合研究所の「非正規従業員の就業開始
後, 半年未満の離職割合」の区分では 1 ヵ月未満, 1-3 ヵ月, 3-6 ヵ月, 6-12 ヵ月, 12 ヵ月以
上の 5 段階に区分しており, 総務省統計局 (2020)において, 失業期間を分析する際にも同
じ区分を用いている．また, 厚生労働省（2012b）は, これに 24- 36 ヵ月, 36 ヵ月以上を加えて
いる．また, 佐藤（2004）は, 若年者のキャリアについての調査している．また, 有賀・神林・佐
野 (2008)は, 非正規従業員の雇用管理施策についての調査においては, さらに 3-5 年未満, 
5-10 年未満, 10 年以上という区分を加えている．玄田 (2008)は, 1 ヵ月未満と 1-3 ヵ月を統合
している．これらを整理し表 10 に示す．本研究においては, 店舗により, 1 ヵ月未満は非正規
従業員の回答者数を一定量確保できない可能性も考慮して, 3 ヵ月未満を一つのグループと





であるため, 厚生労働省の設定に合わせて, 経時変化を分析する最長期間を 36 ヵ月とした．










第三に, 非正規従業員については, シフト回数を週 1 回未満（不定期）, 週 1 回程度, 週








合も多く区別ができない．また, 学生, 主婦, 国籍, 家族構成などの属性は無記名であっても
個人特定につながりやすく, 回答に影響を与えやすいため選択肢からは割愛した．  
4.2.6 アンケート調査の実施 
本章では飲食チェーン 3 社における, アンケート調査の状況について示す．飲食チェーン
店舗での従業員アンケートを実施し, 1,070名（うち正規従業員 194名, 非正規従業員876名）
から回答を得た．第 2 章において非正規従業員の比率が高いことはすでに述べたが, 本調査
においても 80 から 83%の範囲に収まっている．次に, 勤続期間に差があるものの, 非正規従
業員については全期間とも 100 件以上の標本を確保できた．また, 非正規従業員のシフトの





表 11 アンケート回答者数（属性別） 
 
勤続期間
就業区分 正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規
A社 1 26 2 16 2 31 4 66 31 43
B社 3 17 3 19 1 23 15 72 26 68
C社 7 96 30 78 11 122 30 180 28 19
総計 11 139 35 113 14 176 49 318 85 130
シフト回数
就業区分 正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規
A社 - 7 - 8 1 91 12 68 27 8
B社 - 4 - 12 2 78 11 83 35 22
C社 2 27 - 51 8 307 73 99 23 11






























週１回程度 週2-3回程度 週4-5回程度 週６回以上
企業別合計






与える要因を構造化する．さらに, 先行研究である Herzberg の二要因論との比較を行ったう
えでモデルを設計し, 仮説検証を行う手順を説明する． 
4.3.1 探索的因子分析による要因の抽出および因子間の相関分析 
仮説検証の準備として, 前述の Herzberg の二要因論が属性によっては当てはまらないとい
う批判に対応するため, 働くモチベーションに影響を与える要因を再度構造化する．取得した
アンケート調査のデータから探索的因子分析（EFA: exploratory factor analysis）を行う．探索
的因子分析は因子に関する明確な仮説がなく, 観測変数の背後にある共通の因子構造を探
りたい時に使われる分析手法である(伊藤・谷・平島・村上・行廣, 2018)．ここでは, 参照した
Herzberg の二要因論への批判へ対応するため, Herzberg の研究での因子分類をそのまま使
用せず, 探索的因子分析により因子分類を行ったうえで, その適合度を比較する．なお, 
Herzberg との項目を比較した先行研究があるため, 参考にする．櫻木 (2006)は, 中高年ホワ
イトカラー450 名を対象に探索的因子分析を行い, 「仕事環境」, 「人間関係」, 「仕事キャリア」
の 3 つの因子に分類したうえで, 仕事環境因子を衛生要因, 人間関係因子, 仕事キャリア因
子を動機づけ要因と位置付けている． 
モデルが構造化できれば, 働くモチベーションの背後にあるメカニズムや店舗運営におけ
る課題を分かりやすく伝えることができる．なお, 抽出に際しての基準については Appendix 1 
（p.1076）に詳細を記載し, 本章では結論のみ記載する．探索的因子分析により, 15 項目を 3
つの因子に分類した（表 12）．但し, 「権限付与」, 「顧客満足」は最大値が 0.5 未満かつ複数
の成分に影響（0.2 以上のパス係数）を与えているため, 本研究においては割愛した．また, 
表 13 に示すとおり, 因子同士には有意な相関がみられた．この解釈については第 6 章で
論じる．  
抽出された 3 因子について解釈を行い因子に名前を付した．まず, 「上司のリーダーシッ
プ」, 「業務負荷」, 「理念方針」, 「評価」, 「給与処遇」, 「設備環境」, 「マニュアル整備」の 7
要素を合わせて「労働条件」とした．次に「雰囲気」, 「同僚との関係」の 2 要素を合わせて「職






表 12 探索的因子分析による因子の抽出 
 
 
表 13 因子同士の相関行列 
 
 
4.3.2 Herzberg の二要因論との比較 
探索的因子分析により分類した 3 つの因子を Herzberg の提唱する二要因と比較した．
Herzberg の項目は「衛生要因」, 「動機づけ要因」の二つに分類されるが, 各項目はいずれの




の要素を持ち, 3 つの中で要素が最も強い因子に分類をした．表 14 は Herzberg の「二要因
論」で使用されている 16 項目（A 群）と本研究で使用した 15 項目（B 群）の比較である． 
 





本研究における「労働条件」, 「職場関係」の因子は Herzberg の研究において不満足に影
響する衛生要因, また, 「やりがい」の因子は満足に影響する動機づけ要因と共通する点が
多い．本研究のモデルで活用した項目において, 不一致なのは「Ａ-13 承認」と「B-10 評価」
のみであり, 第 2 章で述べた Herzberg の研究に対する批判として属性による違いがあった







を持っている．最後に, やりがいは, 顧客の反応や自己成長を実感し, 自身の視界やものご
との捉え方が変わることで, 大きく影響する内的要因である． 
4.3.3 モデルの設計および信頼性・妥当性の確認 
前述の探索的因子分析により, 13 の項目（当初設定した 15 項目より 2 項目を割愛）を構成
要素とする 3 因子を潜在変数とするモデルを設計した．本モデルは労働条件, 職場関係, や
りがいという働くモチベーションに影響を与える 3 つの潜在変数が, 働くモチベーションに影響
を与えているという構造を示している．なお, 信頼性係数（Cronbach の α 係数)は, 全体 13
項目で 0.910 であり, 各因子においては「労働条件」の 7 項目で 0.834, 「職場関係」の 2 項
目で 0.821, 「やりがい」の 4 項目で 0.863 と十分説明力があると認められる水準であった（信
頼度係数の詳細は Appendix 1 表 29, p.104）．また, 先の従業員調査データを用いて検証
的因子分析を行い, モデルの妥当性を評価したところ, 許容できる水準であった（Appendix 1 







仮説 1, 2 の検証手順について, 以下に説明する. 
4.4.1 検証手順 1: 素点の平均値による勤続期間および就業区分ごとの比較 
仮説 1 の「勤続期間の経過とともに, 非正規従業員の働くモチベーションに影響を与える要
因に関する評価が低下し, その変化は正規従業員とは異なる」を検証するために, 働くモチ
ベーションおよびそれに影響を与える要因の経時変化の有無を分析する．まず, 抽出された
標本を勤続期間ごとのグループに分け, 要因 15 項目の素点（5 段階）の平均値を勤続期間の
グループごとに集計する. このグループごとの勤続期間による素点の平均値を経時変化と捉
える. 変化の測定は, 勤続期間ごとの数値の差が有意にあるかを多重比較（Tukey HSD: 






4.4.2 検証手順 2： 共分散構造分析によるモデルの検証および多母集団同時分析による
勤続期間グループでの比較 
仮説 2 の「勤続期間の経過とともに, 非正規従業員の働くモチベーションに対して, 外的要
因よりも内的要因への影響力が強くなる」検証するために, 4.3 で抽出した 3 因子に, 観測変
数である「従業員満足度」, 「職場定着度」の 2 項目を従属変数として構成する「働くモチベー
ション」を加えて, 3 因子からの影響を示した店舗運営モデルを設計し, パス図で表現した(図 
14）．その上で, 前述のアンケート調査データを当モデルに利用して , 共分散構造分析










デル適合度, パス係数およびパスの有意確率を算出する．その上で, 本研究で使用する 3 因
子のモデルが, Herzberg の 2 因子の理論と比較し飲食チェーンの非正規従業員の実態により
適合しているかを確認する． 
 






パスの数, 標本数などによって異なる影響を示すため, GFI, AGFI, CFI, RMSEA, AIC の 5 指
標を用いる（適合度指標の説明は Appendix 1 表 34 p.111）． 








と GFI が高まる可能性がある．そこで, パスの増加に沿って GFI の数値を調整し, モデルの過
大評価を防ぐための指標が AGFI である．この 2 つの指標から, 当モデルにおいて, 構成要
素を 3 因子に分類した因子構造の妥当性および, 労働条件, 職場関係, やりがいの 3 因子
が働くモチベーションへ影響を与えるという関係を確認できる． 
次に, CFI および RMSEA は, 観測変数間の関係がない独立モデルとの比較により, モデ
ルのパスの強さ（因子負荷量）を確認する指標である．本モデルにおいては, 3 因子と働くモチ
ベーション, もしくは因子同士のパスの強さについて妥当性を確認できる．なお, RMSEA は標
本サイズが小さくなると評価が高くなる傾向があるため, 標本サイズにより上下どちらにも変化
する CFI と併せて使用するのが通例である．この 2 つの指標から, 当モデルにおいて, 3 因子
から働くモチベーションに対するパスの強さの妥当性を確認できる． 
最後に, AIC は, 相対的基準（数値が低いほうをより良いモデルとする）として, モデル同士
の比較を行うための指標である．共分散構造分析においては, 適合度基準を満たすモデル
が複数存在する可能性があるため, この基準を使ってより妥当性の高いモデルを選択する．
本研究で採用した 3 つの要因のモデルと, Herzberg が提唱した 2 つの要因に基づくモデルの




団間の比較が統計的に検証できる(朝野・鈴木・小島, 2005)．本分析では, 勤続期間ごとに 5






う手法は先行研究にも例がある．例えば, 王・大浦 (2010)は, 中国人留学生の学習意欲につ
いて, 日本語学校学生, 大学一年生および大学四年生のグループに分け, 留学生の滞在期
間による心理的変化を説明している．池内 (2018)は, モノを捨てられない「溜め込み」に関す





本章では, 仮説検証の結果を述べる．第 1 節では, 仮説 1 の検証として働くモチベーショ
ンおよび要因の経時変化について従業員アンケートの結果から 15 項目の要因に対する評価
の平均値が勤続期間ごとに異なるか否かを検証した．第 2 節では, 仮説 2 の検証として要因
による影響力の経時変化について, モデルを使った分析により検証をした． 
5.1 仮説 1 の検証：働くモチベーションおよび要因の経時変化 
仮説 1 の「勤続期間の経過とともに, 非正規従業員の働くモチベーションに影響を与える要
因に関する評価が低下し, その変化は正規従業員とは異なる」について検証する． 
5.1.1 要因の平均値（素点）の比較 
まず, 働くモチベーションおよびそれに影響を与える要因について, 素点（1 点-5 点）の平
均値を算出し, 勤続期間ごとのグループ間の比較を行ったうえで, 経時変化の有無を確認し
た．図 15 に就業区分を分け, 勤続期間ごとの働くモチベーションに影響を与える要因を示し
た．縦軸は 15 の項目に対して, 5 段階のリッカート方式(Likert, 1932)での回答を 1 点から 5 点
まで得点を与え算出した平均値を棒グラフで示した．非正規従業員の要因は, 3 ヵ月未満のグ
ループの得点が 4.13 であるのに対し, 12-36 ヵ月のグループの得点は 3.73 となっており, 勤
続期間が経過するごとに得点の低下がみられた．一方, 正規従業員の要因は, 3 ヵ月未満の












次に, 働くモチベーションの経時変化の有無を確認した．図 16 は就業区分別に勤続期間
ごとの働くモチベーションを示している．縦軸は要因と同様に得点化された「従業員満足度」, 
「職場定着度」の 2 項目の平均値を示した．非正規従業員の働くモチベーションは, 棒グラフ
が示すように, 3 ヵ月未満（3.88）, 3-6 ヵ月（3.89）, 6-12 ヵ月（3.89）であるのに対し, 12-36 ヵ月
のグループの得点は 3.76 と得点の低下がみられた．一方, 正規従業員の働くモチベーション
は, 折れ線グラフの点線が示すように, 3 ヵ月未満のグループでの得点が 3.91 であり, 以降 3-




上記の結果から, 仮説 1 の「勤続期間の経過とともに, 非正規従業員の働くモチベーション
に影響を与える要因に関する評価が低下し, その変化は正規従業員とは異なる」を支持する
結果が得られた． 
なお, 要因の 15 項目平均値と働くモチベーションとの間には就業形態にかかわらず正の










図 15 働くモチベーションに影響を与える要因の勤続期間による違い 
 
 











表 16 要因に関する多重比較（Tukey HSD）の結果：正規従業員 n=194 
 
上記の結果は要因 15 項目の平均値であるため, 要因ごとに変化が異なる可能性がある．
そこで, 各項目の内訳についても確認をした．図 17 は各要因について, 勤続期間ごとのグ
ループによる得点を折れ線グラフで表現したものである．また, 表 17 に, 隣り合う勤続期間同
士の得点の変化（差分）を示した．3 ヵ月未満と 12-36 ヵ月を比較すると, 全ての項目で得点が
低下していることからも, 15 項目の全体傾向として勤続期間とともに低下をすることを確認した．
ただし, 細かく要因ごとの変化を見ると, 勤続期間が長いほど低下幅が大きくなる要因や, 勤






図 17 勤続期間別の各要因に対する評価（非正規従業員） 
 











給与処遇 -0.15 -0.17 -0.19 0.12
業務負荷 -0.05 -0.12 -0.17 0.13
設備環境 -0.21 -0.05 -0.36 -0.10
同僚との関係 -0.12 0.02 -0.17 -0.22
上司のＬＳ -0.28 -0.08 -0.28 -0.07
理念共感 -0.22 -0.20 -0.13 -0.02
権限付与 -0.03 -0.05 -0.00 0.07
評価 -0.11 -0.18 -0.15 0.04
顧客の反応 -0.03 -0.01 -0.12 -0.10
自己成長 -0.21 0.04 -0.20 -0.19
仕事自体 -0.12 -0.03 -0.28 -0.17
工夫行動 -0.21 0.01 -0.18 -0.26
マニュアル整備 -0.01 -0.21 -0.20 -0.12
雰囲気 -0.18 -0.04 -0.15 -0.11




5.2 仮説 2 の検証：要因による影響力の経時変化 







第 4 章で示したとおり, モデル適合度を 5 つの指標で確認した（図 18）．結果は, GFI 0.945, 
AGFI 0.921, CFＩ 0.955, RMSEA 0.064, AIC 460.647 であった．適合度の基準は豊田 (1998)
および伊藤他 (2018)を参考に GFI≧0.9, CFI≧0.9, RMSEA≦0.01 を基準としたところ許容範
囲であった（詳細は Appendix 1 表 34, p.111）． 
まず, GFI, AGFI の 2 指標の結果から, 当モデルにおいて, 構成要素を 3 因子に分類した
因子構造, および労働条件, 職場関係, やりがいの 3 因子が働くモチベーションへ与える影

















※分析ツールとして IBM Amos ver.26 を使用 
※矢印の数値は関連する変数の分散を 1 に基準化して求めた母数の推計値「標準化解」 
図 18 共分散構造分析の結果 
 
5.2.2 多母集団同時分析による勤続年数別の比較 
次に, 多母集団による全体のモデル適合度, および, 共分散構造分析により有意であっ
た, 職場関係およびやりがいの 2 つ因子に絞って働くモチベーションに与える影響力（パス係
数）の経時変化について, 多母集団同時分析による確認を行った．まず, アンケートに回答を
した非正規従業員（n=876）を回答者の勤続期間（3 ヵ月, 3-6 ヵ月, 6-12 ヵ月, 12-36 ヵ月, 36




表 18 は多母集団同時分析において, 勤続期間の異なる 5 つの母集団全体のモデル適合




AGFI 0.839, CFＩ 0.933, RMSEA 0.035, AIC 1234.403 であった．GFI は第 4 章で述べた適
合度基準を下回っているが, 観測変数が増えると値が下がる傾向があり, 多母集団同時分析
の評価には不向き(豊田, 1998)とされているため, モデルの指標としては除外した． 他の指標
が許容範囲であることから, モデルに妥当性があると解釈した．さらに, やりがいと職場関係の
2 因子と働くモチベーションとの関係に絞って分析をするため, 前述の共分散構造分析の結
果, 有意ではなかった労働条件と働くモチベーション, および労働条件とその構成要素, 加








また, 図 19 は勤続期間ごとのパス係数同士の有意差について, 有無を示すものである．
図が煩雑になるため, 3 つの因子と働くモチベーションとの関係のみを描き, 各因子の構成要
素については割愛した．各パスに関する説明を簡便にするため, パスに a から f までのアルフ
ァベット記号を付し, 勤続期間ごとのグループを 1 から 5 としてパス係数をそれぞれ示した．例
えば, 勤続期間 3 ヵ月未満のグループにおける労働条件から働くモチベーションのパス係数
は「a-1 0.06」のように表示した．また, グループ間でパス係数に有意差がある場合に＊を付し
た．職場関係から働くモチベーションに与える影響について 3 ヵ月未満（b-1）と 3-6 ヵ月（b-2）
のグループ, および 3-6 ヵ月（b-2）と 6-12 ヵ月（b-3）のグループとの間において有意差が確
認できた．また, やりがいから働くモチベーションに与える影響について, 3ヵ月未満（c-1）と 3-
6 ヵ月（c-2）のグループおよび, 12-36 ヵ月（C-4）と 36 ヵ月以上（C-5）において有意差が認め





図 19 多母集団同時分析の結果 
 
図 20 は上記の分析結果を, 時系列（勤続期間）の折れ線グラフに表現した．縦軸にパス
係数を示し, 横軸に勤続期間を示すことで 3 つの因子が働くモチベーションに与える影響を
経時変化として解釈をするのに役立つ．職場関係が働くモチベーションに与える影響は入店
3-6 ヵ月時点でピーク（b-2: 0.61）を迎え, 以後は低下をする（b-3: 0.40 → b4: 0.36）．一方
で, やりがいは 3 ヵ月未満の時が高く（c-1: 0.75）, 3-6 ヵ月で一旦減少している（c-2: 0.45）が, 
6-12 ヵ月以降に再度影響力を強めている（c3: 0.67→c4: 0.71）．この結果から, 勤続期間によ
り因子の影響力が変化したことが認められる． 
さらに, 同一の勤続期間グループにおける, やりがいと職場関係のパス係数を比較すると, 
3 ヵ月未満ではやりがい（c-1: 0.75）が職場関係（b-1: 0.28）よりも大きく, 3-6 ヵ月ではやりがい
（c-2: 0.45）よりも職場関係（b-2: 0.61）が大きくなる．しかしながら, 6-12 ヵ月, 12-36 ヵ月では
やりがい（c-3: 0.67 → c-4: 0.71）に対して職場関係（b-3: 0.40 → b-4: 0.36）と再びやりが
いの影響力のほうが大きくなり, 職場関係との差が大きくなっている．なお, 3 ヵ月未満, 6-12 ヵ
月, 12-36 ヵ月において, やりがいは職場関係よりも有意にパス係数が大きいとの結果が得ら
















本章では, 分析結果を踏まえての考察と第三者評価を行う． 第 1 節では, 前章の分析結
果について, 学術的な見地からの解釈や実務における対応方法の検討を行う．第 2 節では, 
飲食業界の実務者インタビューにより, 現場から見た妥当性について評価を受ける．第 3 節で
は, 分析結果の汎用性を確認するため, 他業界の実務者からも意見を収集した．第4節では, 
その内容をふまえてのビジネスの応用について論じる． 
6.1 結果をふまえた考察 
働くモチベーションの要因の経時変化について 2 つの仮説を立て, 従業員アンケート調査
から得られた結果について以下に考察する．  
6.1.1 仮説 1 の結果を踏まえた考察 

































6.1.2 仮説 2 の結果を踏まえた考察 
第 5 章では, 共分散構造分析の結果, 当研究の店舗運営モデルの各適合度が許容範囲
であることを確認した．この結果から, 3 つの点について解釈を述べる． 
共分散構造分析によるモデル適合度の結果に対する考察 
第一に, GFI, AGFI が基準を満たしていることから, 構成概念および因子構造が妥当である
と解釈できる．Herzberg の研究をベースに, 飲食チェーンの非正規従業員の実態を踏まえて
設計した項目, そして, 探索的因子分析により, 13 の項目を労働条件, 職場関係, やりがい
の 3 因子に分類した因子構造の妥当性を確認できた．また, 3 つの因子が相互関係を持ちな
がら, 働くモチベーションに影響を与え, 結果として従業員満足度や職場定着度に繋がると
いう一連のメカニズムを示すことができた． 
第二に, CFI, RMSEA が基準を満たしていることから, 3 因子から働くモチベーションへのパ
















して, 職場関係の 2 項目を労働条件に統合した 2 要因のモデルを設計し（図 21）, 第 5 章で
分析した店舗運営モデル適合度と比較した．モデルはともに適合度において許容範囲であっ
たが, モデル比較に使用する指標である AIC においては, 本研究で設定した 3 因子の店舗
運営モデルのほうがより良い値を示した（表 19）．このことから, 労働条件, 職場関係, やりが
いの 3 因子を用いた項目の分類を使ったモデルが, 飲食チェーンの非正規従業員の実態を
より表現していると解釈した． 
多母集団同時分析による要因の影響力の経時変化 
第 5 章では, 仮説 2 の「勤続期間の経過とともに, 非正規従業員の働くモチベーションに
対して, 外的要因よりも内的要因への影響が強くなる」を支持する結果が得られた． 
















図 21 職場関係と労働条件を統合したモデル（2 要因） 
 
表 19 店舗運営モデルと職場関係と労働条件を統合したモデル適合度比較 
 
 
6.1.3 3 因子の相互関係の解釈 














持っているため（Appendix 1 図 31, p.109）, 労働条件と職場関係がどちらも高い店舗とどち
らも低い店舗というように格差が生じることになる． 
職場関係とやりがい 
職場関係とやりがいの関係について, 2 つは, 正の連鎖を生み出すものであると考えている．
すなわち, 職場関係が良ければ, 業務上の連携もスムーズに行うことができ, 効力感を得られ
るサービス提供ができる．やりがいが向上すると, 各メンバーが創意工夫をすべく他のメンバ
ーとのコミュニケーションが活性化する, この繰り返しが, 結果としてよい顧客反応や工夫をす

















5 章で得られた分析結果について, 実際のビジネスの現場にいる店舗管理者や人事関係者, 
アルバイトスタッフもしくは業界の現場を経てコンサルタントとして活躍している方へ説明をし, 
フィードバックを求めた．5 社 6 名の実務者からインタビューの機会を得た．表 20 に概要を示
したうえで, 個別の項目について説明を行う.  
 




















ント D 氏）, 「『上司のリーダーシップ』が職場関係に入るのではないかと考えたが, 現実には
店長不在店もあり, 店長がいるか否かによる影響は大きく, 労働条件でよいのではないか」（コ
ンサルタント E 氏）といったコメントがあった． 
6.2.3 仮説 1 に対する分析結果の納得感（Q2） 
「勤続期間の経過とともに, 非正規従業員の働くモチベーションに影響を与える要因に関












6.2.4 仮説 2 に対する分析結果の納得感（Q3） 
「勤続期間の経過とともに, 非正規従業員の働くモチベーションに対して, 外的要因よりも
内的要因への影響力が強くなる」という仮説 2 に対する分析結果について, 「納得感がありま
すか？実態は異なる部分がありますか？」という質問をしたところ, 「納得感がある」と答えたの
は 3 名であった．残りの 3 名についても部分的には納得感を持ちながら, 補足のコメントがあ
った．人事マネジャーA 氏は, 「納得感のある面とない面がある」との回答であり, 「他社に時
給負けしていると, やりがいを持たせても応募を獲得できない．要因が移る前に最低限の条件
が揃う必要がある」との意見があった．また, 人事マネジャーB 氏は「何となくわかる」との回答
であり, 「学生でも, 途中でバイトリーダーになるとか, 自身の成長が見えてモチベーションが
上がる階段がいくつかある．3 年続けている学生はやりがいのモチベーションが高いのではな
いか？」との意見があった．コンサルタント E 氏は, 「9 割方正しい」との回答であり, 「主婦と違








対する不信感が生まれ，結果として退職に繋がる」, 人事マネジャーB 氏は, 「労働条件と職
場関係の因果は双方向あるが, 施策として意図的にできるのは労働条件から職場関係．例え
ば, バックオフィスの広さが大事である．店舗業績を考えると客席を 1 席でも増やしたいと思っ
てしまうが, 従業員同士が会話をしたり, リーダーからスタッフへ指導をしたりできることに大き










た．表 21 はインタビュー内容の纏めである．まず, 働くモチベーションに影響を与える要因は
網羅していると答えた．また,  
図 22 は入店からの働くモチベーションの変化をイベントとともにスタッフが記載したもので
ある, 入店後の 2-3 ヵ月は仕事の知識などを覚えて楽しく感じるが, 任される仕事の難易度が
高まるに従い, 効力感を失って落ち込む．それを乗り越えるためにも職場の人間関係は重要




飲食業界の実務者 6 名に対するインタビューの結果, 本研究での項目, モデルの妥当性, 
仮説検証の結果を概ね支持する評価を得ることができた．また, 従業員への調査が 2016 年で
あり, 時間が経過しているが, インタビューの実施は 2019 年, 2020 年に実施しており, 本調査
は, 今日においても違和感のない結果を得ていることを確認できた．但し, 店舗に所属するア
ルバイト, パートスタッフの属性により, 働くモチベーションに影響する要因には違いがあること
が想定され, 本研究では解明しきれなかった部分についても明らかになった.  
また, 調査対象と同じ属性を持つアルバイトスタッフ 2 名へのインタビューの結果, 職場関
係とやりがいが勤続期間とともに働くモチベーションに影響を与えており, 1-2 年の間に浮き沈
みがあることが確認できた．学生アルバイト 2 名の結果のみから非正規従業員すべてを説明
することはできないが, 入店直後は仕事を覚えることでやりがいを持っていても, 刺激は 3 ヵ月




















上段：アルバイトスタッフ G氏 下段：アルバイトスタッフ H氏 
 








以下は, 保育業界と不動産業界の実務者にインタビューを実施した結果である．  














員の多くは, 自身に子どものいない人も含め, 原体験のないまま就労していることが, 仕事の
捉え方に関する入所前後でのギャップを生む．採用時に業務内容の具体的説明や入所後の
初期教育や周囲との関係づくりが重要になる． 














性については, 飲食業界にかかわらず, 顧客接点の店舗を持ち, 限られた空間で勤務を行う
業界であれば共通なものと考えることができる．但し, 正規従業員は非正規従業員と異なり, 











述（第 5 章）のとおり, 非正規従業員の働くモチベーションおよび影響を与える要因（5 段階
評価を得点化した 15 項目の平均値）は勤続期間とともに低下をし, 36 ヵ月以上では 3.66 とな
っている．この経時変化を折れ線グラフで示し, その下に勤続期間ごとのシフト回数の内訳を
示す棒グラフを加えることで, 非正規従業員の勤続期間別の意識と勤務実態を表現した（図 
23）．勤続期間ごとのシフト回数の変化について, 36 ヵ月以上の非正規従業員では, 64.6%が
週に 4 回以上（うち 10.0%は週 6 回以上）のシフトを担っている．シフト回数を 5 段階評価で得











れにもかかわらず, 正規従業員よりも低い処遇での勤務を続けている．これは, 第 1 章で述
べた非正規従業員の基幹化の問題をデータからも裏付けている． 



















































ここで, 具体的にどのような仕事を割り当てるとよいのかスウェーデンの心理学者 Karasek の
フレームとともに説明する．ストレスマネジメントに関する仕事の要求度, ならびに仕事の裁量
度の二軸を用いて, ストレイン（仕事によるストレス）と活性水準の観点で論じている．同氏によ
れば, ①高ストレイン群（仕事の要求度が高く, 裁量度は低い）, ②活性化群（仕事の要求度
が高く, 裁量度も高い）, ③低ストレイン群（仕事の要求度が低く, 裁量度は高い）, ④不活性
化群（仕事の要求度が低く, 裁量度も低い）の 4 つに業務を分類することできる(Karasek, 
Baker, Marxer, Ahlbom, & Theorell, 1981)．さらに, 田村 (2018)は, この「カラセックモデル」
を用いて感情労働と割り当てられた業務によるメンタルヘルスへの影響について論じている． 
ここでは, 飲食チェーンの非正規従業員に対する業務の割り当てと働くモチベーションの経

























象を持つような出来事「真実の瞬間（moment of truth）」を提唱した．そして, Albrecht and 
Zemke (2002)は真実の瞬間の管理について, サービス・マネジメントにおける重要性を説明し
















て意識の変化を調査しているが, 「承認あり」群は自己効力感, キャリア・モチベーション, 仕








者の姿を見て, 他の非正規従業員も刺激を受け, 目標を持つことができる． 
組織からの支援 
蔡 (2016)は, 非正規従業員と組織からの支援認識（POS: perceived organizational support）
を調査し, 複数社に所属する派遣社員からのアンケートを実施した．派遣先からの支援認識













関谷 (2016)は, 「感情労働のラインケア」について, 感情労働に従事する従業員に対する
ストレスチェックおよび感情労働に関する評価項目の必要性について述べている．改正労働
安全衛生法に基づくストレスチェック制度（2015 年 12 月 1 日施行）の実施義務の対象は就業
区分の規定はないものの, 労働者数 50 名以上の事業場であり, 同種の業務に従事する通常














図 25 職業性ストレス簡易調査票（57 項目）(厚生労働省, 2015) 
店舗管理者（店長）の育成体制づくり 
















節では, 明らかになった点とともに, 本研究の学術的, 実務的意義を述べる．第 2 節では, 分
析対象や分析方法について本研究の限界を示す．第 3 節では, 本研究をさらに発展させるた
めの今後の研究課題を説明する． 
7.1 本研究で明らかになった点 
本研究は, モチベーション理論として数多く参照されている Herzberg の研究を応用し, 飲








この結果から, 学術的側面, 実務的側面の双方の成果が得られた． まず, 学術的側面で
は, 第一に, 今までテーマとなることが極めて少なかった, 非正規従業員の働くモチベーショ
ンの経時変化を示したことである．第二に, 働くモチベーションの伝統的理論である Herzberg












飲食チェーン 3 社である．一部他業界の実務者からのフィードバックを受けたものの, 本研究
の結果のみで全ての非正規従業員に共通する一般原則を見出したとは言えない．また, 非正
規従業員にも多様性があり, 例えば, 学生, 主婦, フリーターなどの就業目的や年齢, 性別, 
労働に対する価値観などによって, 働くモチベーションや要因が異なる可能性がある．しかし

























両者について, 補論において現在取り組んでいる研究を紹介する．第 8 章では, 飲食チ

















 補論 1 テキストマイニングによる内的要因の探索 
本章では, 記述式アンケートへの回答にテキストマイニングを実施し, 「従業員満足度」の
高低と「視界の広さ」との関係について分析する．第 1 節では, 新たな要因を探索する意義と
課題について説明し, 第 2 節では, 関係する先行研究を例示する．第 3 節では, 本研究で取
り上げる視界の広さについての仮説を述べる．第 4 節では, 分析手法であるテキストマイニン




働き, 店舗運営において多くの役割を担うためには, 内的要因を刺激し, 働くモチベーション
を下支えする必要がある．そのため, 本研究で用いた内的要因の項目である「自己成長」, 
「仕事自体」, 「顧客の反応」, 「工夫行動」以外にも内的要因が存在する可能性があると考え, 
本章にて新たな要因を探索する． 
ビジネスの場面では, 自分が行うタスクの数, 種類が増える（例えば, 皿洗い, 給使, 調理
メニューの拡大など）仕事の範囲を広げる「職務拡大（job enlargement）」よりも, 計画, 実施, 
評価に関わる（例えば, 新人教育, イベントの企画など）職務を自分で管理できる「職務充実
化（jｏｂ enrichment）」が働くモチベーションを高めるうえで有効となる．八巻 (1976)は, 仕事
のマンネリ化を防ぐために職務充実化を図る必要性を説明している．図 26 に飲食チェーンで
の職務拡大と職務充実化のイメージを示した．店舗運営において, 非正規従業員に対して職








図 26 飲食チェーンにおける職務拡大と職務充実化のイメージ 
 
8.2 新たな要因の探索に関する先行研究 
新たな要因を探索する必要性を示唆する先行研究として, 田中 (2009)は, Herzberg のフレ
ームワークに「生活の満足感」(Hoppock, 1935)という概念を加えて, 職務満足への影響を検
証している. また, Rosso, Dekas, and Wrzesniewski (2010)は, 従業員が認識する仕事の重要





そして , 内的要因を探索する研究として , Chandler and Kapelner (2013)は , Amazon 
Mechanical Turk で働く 2,500 人の実験から意味付けの有無が従業員の生産性に影響を与え
ることで, 参加意欲や業務の品質が高まることを示した．また, 近年では, 課題や対人関係に
おける従業員個人の物理的ないし認知的変化である「ジョブ・クラフティング（job crafting）」と
いう概念が議論されている．仕事でやりとりする相手を選び, 自主的な創意工夫の機会を従






第 6 章における非正規従業員へのインタビューの中で, 「店舗の業績目標を達成するこ
と」, 「リーダーとなって店舗の運営や後輩の育成に関わること」など, 自身の金銭的報酬には
直接影響がなくても効力感や責任感を持つことが従業員満足や継続勤務意向を高めることが









ションを高めることに繋がる．「同一労働同一賃金」（equal pay for equal work）が謳われ, 職務
に応じた報酬を求める社会的な動きが加速する中で, 金銭的報酬の上乗せなしに業務範囲





しかしながら, 自身で視界を拡大し, 顧客への説明トークの検討など, 担っている仕事と関わ
りのある他者の仕事の改善まで, 踏み込んでいくことができれば, 職務充実化が実現できるこ













を発見するための技術である(吉田・中川, 2010)．本章では, 従業員満足の高い層と低い層で, 
日常業務での視界の差異を確認する．田中（2009）は, Herzberg による Lincoln Electric 社の
研究について, 仕事に満足している人は, 満足の要因を仕事内容について多く記述し, 仕事




今回対象となる飲食チェーン 3 社以外に小売業界 4 社の協力も得て合計 7 社の従業員に
対して実施した．結果 652 件（うち正規従業員 n=270, 非正規従業員 n=382）からの回答を得
た．データが飲食業界のみではないため, あくまで今後の取り組みに向けた参考とする． 




8.5 テキストマイニングによる分析結果, 考察および第三者評価 
テキストマイニングによる分析結果, 考察, および第三者評価について, 以下に述べる． 
8.5.1 テキストマイニングによる分析結果 
テキストマイニングによる分析から, 以下の三点を確認することができた．第一に, 雇用形
態を問わず出現率の多い上位 3 項目は「店舗」, 「スタッフ／従業員」, 「お客様」であった．表 
23 はフリーコメント回答者のうち, 特定のキーワードを利用した回答者の割合が多い順に並び
かえ, 正規従業員, 非正規従業員それぞれの上位 20 位までを抽出した結果である．第二に, 
正規従業員では「会社」や「人材」といった, 方針や人事施策など, 店舗における日常業務の
範囲を超えた視点での提案が特徴的であるのに対して, 非正規従業員は「商品」や「シフト」と






は, 正規従業員のみ, または非正規従業員のみで活用されているキーワードである．第三に, 
従業員満足度「この店舗で働いてよかったと思う」の設問に対する 5 段階選択の回答により, 3
点以上の回答者（選択肢「かなりあてはまる（5 点）」, 「ややあてはまる（4 点）」, 「どちらともい
えない（3 点）」）と 2 点以下の回答者（選択肢「あまりあてはまらない（2 点）」, 「あてはまらない
（1 点）」）の 2 つのグループに分け, テキストマイニングによるグループごとの頻出キーワードを
集計したところ, 正規従業員では従業員満足度が 3 以上のグループ A と 2 以下のグループ
B に顕著な差が見られなかったが, 非正規従業員については, 従業員満足度が 3 以上のグ
ループ C のみに多くのカテゴリーの頻出キーワードが認められた（表 25）． 










表 24 上位 3 項目を除き正規従業員および非正規従業員の特徴的なキーワード 
 











この解釈の妥当性を確認するために, 第 6 章でインタビューをした飲食業界の実務者にも
視界の広さと働くモチベーションに関係があるという結果について, 納得感の有無をヒアリング

































 補論 2 人的資源管理の効果を予測するシミュレーションの開発 
本章では, 店舗運営のヒントを店舗管理者やチェーン経営者へ伝えるため, 「システム・ダ
イナミクス（SD: system dynamics）」を用いた店舗経営のシミュレーションを設計する．第 1 節で
は, シミュレーション開発の意義について述べる．第 2 節では, 先行研究, 第 3 節では, 店舗
運営のモデル設計について説明する．第 4 節では分析方法を説明し, 第 5 節では,シミュレー
ションの結果に対する考察を行い, 実務者より評価を得る． 
9.1 人的資源管理の効果予測シミュレーション開発の意義 































なお, Ueno, Zhang, and Aoyama（2017）は, サプライチェーンのシミュレーションモデルの開
発において, 戦略的意思決定を促すモデル化に向けた 2 つのアプローチ方法を説明してい








あたっては, 主に 3 つの観点からモデル設計を行った．第一にサービスプロフィットチェーン









従業員の働くモチベーションが店舗業績へ与える影響について, 前述の Heskett et al. 
(1994)のサービスプロフィットチェーン理論に基づき, 以下の 4 つのメカニズムが成り立つと考















店舗経営にかかるコストを以下の 5 点に纏めた．第一に, 人員不足が発生する場合の採用
広告費が発生する．第二に, 店舗の稼働率が低い場合に集客のため, 広告宣伝費が発生す




上記を踏まえ「店舗経営モデル」を図示し, Ventana System 社のシミュレーション設計ソフト









図 27 は Vensim によるシステム・ダイナミクスを用いた店舗経営モデルおよび, シミュレーシ
ョンの結果を示した．各変数に方程式を入力し, 要素間を矢印で結ぶことで影響の因果関係
















表 27 シミュレーションに使用した方程式  
対組織・従業員の働くモチベーションに関する部分 
1 組織の働くモチベーション=MIN((モチベーション初期値-
(( 人 間 関 係 へ の 不 満 + 労 働 条 件 へ の 不
満 )/2)*RANDOM NORMAL(0, 0.2 , 
0.1 ,0.05 ,0 ))*IF THEN ELSE(時給>=時給上




3 MGR教育=3（教育レベル  みっちり：3, ふつう：2, 最
低限：1 まったく：0） 
4 コミュニケーション施策（社内 SNS）=3 
5 ガス抜き飲み会=IF THEN ELSE(人間関係への不満
>100, 50 , 0 ) 
6 時給= INTEG (IF THEN ELSE(時給>=時給上限,0, 




9 賃上げ検討=IF THEN ELSE(労働条件への不満>100, 
50 , 0 ) 
10 労働 に 対す る 精神 ・ 肉体的負担感 =RANDOM 
NORMAL(0, 5 ,2 ,1 , 0 ) 
従業員の不満に関する部分 
11 賃金が上がらないことへの不満=RANDOM NORMAL(0, 
5 ,2 ,1 , 0 ) 
12 MGR への不満=RANDOM NORMAL(0, 5-MGR 教
育 ,2 ,1 , 0 ) 
13 労働条件への不満= INTEG ((労働に対する精神・肉体
的負担感+賃金が上がらないことへの不満)-賃上げ検
討,10) 
14 人間関係への不満= INTEG (MGR への不満+職場の人
間関係への不満-ガス抜き飲み会,10) 
15 職場の人間関係への不満=RANDOM NORMAL(0, 5-







21 稼働従業員数= INTEG (採用数-離職数, 店舗必要人
数) 
採用・離職に関する部分 










28 高単価期待値調整=IF THEN ELSE(顧客単価
>5000, 10 , 0 ) 
29 サービスレベル= INTEG (IF THEN ELSE( (離職数/稼
働 従 業 員 数 )>0.2,RANDOM NORMAL(-1,0,-
0.5,0.2,0) 
来店客数に関する部分 
30 来店客数= INTEG (リピート客数+新規来店数-来店客
数*0.8,30*100) 
31 新 規 来 店 数 =( 広 告 宣 伝 費 /300)*RANDOM 
NORMAL(0.5,2,1,0.3,1) 










39 人事施策コスト＝稼働従業員数= INTEG (採用数-離
職数, 店舗必要人数) 
40 人件費=稼働従業員数*時給*8*30 




















すると急落し, 離職が発生する．離職により, 非正規従業員が入れ替わると, サービスレベル
が低下し, リピート顧客が減少する．結果として, 売上が低下する一方, 採用・広告宣伝費が
増加し, 利益が伸び悩むことになる．これは, シミュレーション上で, 外的要因による働くモチ
ベーション向上の限界を示している． 
 















常に価値がある．時給を 100 円下げることができれば, 数千人, 数万人という単位のバイトを
かかえているサービスチェーンにはすごいインパクトがある」とコメントした．人事マネジャーB
氏は, 「研究によって, データでモチベーションを表せるのはとてもよいと思う．この後は, 生
産性, 行動や業績の変化との結びつきをぜひ示してほしい」といった肯定的な意見であった．




述べている．コンサルタント E 氏からは, 「全体像が把握できると, 次のうち手につながりやす
い．エリアマネジャーの育成にも使えると思う」という意見があった． 
上記の様に, シミュレーションを用い, 施策となる変数の調整と, 結果を確認することで, 中
長期に亘る, 施策の効果や組織状態の変動を時間軸とともに検討することができる．本研究
では, 飲食業界の店舗経営に絞ったモデル開発となったが, 業界により, 変数や方程式にお
ける重みづけを変えることによって, 業界の違いを明らかにし, さらには, 業界を統合した新し




Appendix 1  研究手法の補足 
Ⅰ 企業の違いによるモデルの影響力の検証 
本研究では, 3 つの企業の協力を得て従業員のアンケート調査を実施しているが, 企業に
よる違いがないかを検証する．企業ごとにデータを分け, 第 5 章で紹介したモデルを用いて多
母集団分析により, 飲食業界 3 社のパス係数について比較を行った. 結果, 表 28 のとおり 3
社のパス有意な差は認められなかった（下線部分）．この結果から, 特異的な企業がデータに
影響を与えていることはないと解釈し, 3 社のデータを 1 つの標本として分析することの裏付け
とした． 
 










Cronbach αは削除しない時と比較して低い値を示していることから, 労働条件 7 項目, やり
がい 4 項目, 職場環境 2 項目より割愛すべき項目はないと判断した．（表 29）． 
 





Ⅲ アンケート選択肢の評価（天井効果, フロア効果の検証） 
また, 項目による各項目の平均値, 標準偏差をチェックし項目によって「天井効果」や「フロ
ア（床）効果」がないかを検証した．「同僚との関係」, 「自己成長」, 「雰囲気」, 「従業員満足
度」の項目においてそう思う（5 点）の比率が高く, やや高ブレしている傾向があるが, 他の項
目と比較して平均や標準偏差が特異的に低いとまでは言えず, 項目の削除は行う必要はな
いと判断した（表 30, 表 31）． 
 











有値≧1（カイザー基準）については第 1 因子が大きく, 他の因子と相関が高い場合に因子数
を過小評価してしまうなど批判が多い．本分析結果においても因子同士の相関が高いことが
想定されるため, スクリーテスト法(Cattell, 1966)を採用し, スクリープロットを行ったうえで固有
値の傾向線がなだらかになる点を確認したところ 2 因子から 5 因子が妥当と判断した（図 29）．
そこで, 累積寄与率（負荷量平方和）が一般的に 50-60%以上を基準としていることを踏まえ






図 29 因子のスクリープロット 
 















Ⅴ 3 因子の平均値の分布 
3 因子の構成要素（項目）の平均値を縦軸, 横軸にとり, 回答者の分布を表現した．平均値
が0.5ポイントの間隔で区分し, 各セルに占める回答者の割合を示した．労働条件と職場関係
（図 31）, 職場関係とやりがい（図 32）, 労働条件とやりがい（図 33）となっている． 
 
図 31 労働条件と職場関係に関する項目の平均点分布（5 段階評価） 
 
図 32 職場関係とやりがいに関する項目の平均点分布（5 段階評価） 
 
図 33 労働条件とやりがいに関する項目の平均点分布（5 段階評価） 
労働条件 1.0~1.5 1.5~2.0 2.0~2.5 2.5~3.0 3.0~3.5 3.5~4.0 4.0~4.5 4.5~5.0 総計
4.5~5.0 0.1% 0.2% 1.1% 10.5% 12.0%
4.0~4.5 0.8% 0.3% 3.0% 2.4% 8.4% 15.0%
3.5~4.0 0.1% 0.5% 1.0% 3.0% 11.4% 7.6% 10.6% 34.2%
3.0~3.5 0.8% 2.5% 2.1% 6.7% 1.9% 3.7% 17.7%
2.5~3.0 0.5% 1.1% 0.7% 2.6% 2.2% 3.5% 1.6% 1.6% 13.8%
2.0~2.5 0.1% 0.6% 0.6% 1.1% 0.2% 1.5% 0.1% 4.2%
1.5~2.0 0.8% 0.1% 0.2% 0.8% 0.3% 0.1% 0.2% 2.6%
1.0~1,5 0.3% 0.1% 0.5%
総計 1.7% 1.9% 2.7% 9.1% 8.1% 26.5% 15.1% 34.8% 100.0%
職場関係
職場関係 1.0~1.5 1.5~2.0 2.0~2.5 2.5~3.0 3.0~3.5 3.5~4.0 4.0~4.5 4.5~5.0 総計
4.5~5.0 0.1% 0.3% 2.1% 5.9% 7.8% 18.6% 34.8%
4.0~4.5 0.1% 0.2% 0.8% 1.8% 4.7% 4.0% 3.4% 15.1%
3.5~4.0 0.1% 0.5% 2.4% 4.3% 11.2% 5.6% 2.4% 26.5%
3.0~3.5 0.2% 0.5% 0.9% 2.2% 2.6% 1.1% 0.6% 8.1%
2.5~3.0 0.2% 0.2% 0.7% 2.6% 2.5% 1.8% 0.6% 0.5% 9.1%
2.0~2.5 0.2% 0.7% 0.5% 0.7% 0.3% 0.3% 2.7%
1.5~2.0 0.1% 0.3% 0.2% 0.6% 0.5% 0.2% 1.9%
1.0~1,5 0.6% 0.3% 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 1.7%






アンケート調査では, 各項目に対して以下の設問, および選択肢を使用した． 
 






















勤続期間で両者のパス係数に有意差がある場合（例えば, b-1 と c-1）, または, 隣り合う期間
で同一のパス係数に有意差がある場合（例えば, b-1 と b-2）に, 検定統計量の数値の下部に
アスタリスク（*）を付している． 
表 35 多母集団同時分析における検定統計量（勤続期間の比較） 
 







について情報を収集した．所要時間は約 60 分であった．なお, 資料は本論文で記載している
分析方法や結果を要約したものであるためイメージのみ図 35 に示す． 
 





Appendix 2  研究対象を取り巻く環境および先行研究の補足 
Ⅹ 働く目的（内閣府調査） 
働く目的についての設問では, 「お金を得るために働く」が最も多いが, 年代による差があり, 
40 代以降は低下傾向が見られる． 
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Chronological Changes in Factors Affecting the Work Motivation of Non-regular Employees 
-An Empirical Study of Restaurant Chains- 
 
Human-resource management of non-regular employees is increasingly important for restaurant 
chains, since non-regular employees comprise most of their workforce. In particular, the motivation 
management is an important issue in store operations and service quality. However, the mechanism of 
work motivation has not been clarified, and store operation depends on the managerial skill of the 
managers; no effective indications for improvement have yet been found. 
The purpose of this study was twofold: to clarify the chronological changes in factors affect the 
work motivation of non-regular employees in restaurant chains, and to provide store and restaurant-
chain managers with management guidelines based on the work motivation of non-regular employees. 
Such motivation constitutes a business challenge today. 
Looking at previous studies in this area, there are few empirical studies on the work motivation of 
non-regular employees. Moreover, chronological changes in their work motivation have not been 
elucidated. Therefore, this study considered the mechanism of chronological changes in relation to the 
work motivation of non-regular employees, and elucidated business countermeasures. A questionnaire 
survey was conducted to determine the factors that affected the work motivation of regular employees 
and non-regular employees at three restaurant chains.  
The chronological changes were clarified by classifying the respondents into groups based on their 
length of employment and comparing the responses of the groups. In addition, an exploratory factor 
analysis on the factors affecting work motivation was conducted, and the relationship between the factors 
and the work motivation of non-regular employees was modeled. The model structure and hypotheses 
were verified by covariance structure analysis, and differences in the influence of the factors on work 
motivation for each period of employment were verified by a multi-population simultaneous analysis. 
In this study, Herzberg's "two-factor theory" was applied because it offers a simple framework, and 
empirical studies using this theory have already been conducted at many companies around the world. 




artifact of the critical incident method. To respond to such criticisms, the factors were revised based on 
industry characteristics and structured models using exploratory factor analysis, and the mechanisms 
were verified by quantitative analysis of the employee surveys. 
The analysis produced three results. First, the number of factors that affected work motivation 
decreased with time, and the tendencies of non-regular employees differed from those of regular 
employees. Second, based on exploratory factor analysis, the factors affecting work motivation were: 
working conditions, workplace relationships, and reward, with the nature of these factors shifting from 
extrinsic factors to intrinsic factors. Third, the factors interacted with each other. 
Furthermore, evaluation by practitioners confirmed the validity of these results in the business field, 
and their value to managers of stores and restaurant chains seeking to improve store operations. Finally, 
the results have several implications for business. From the viewpoint of work motivation, measures for 
improving the retention and morale of non-regular employees are proposed. Many companies in Japan 
have recognized the essential role of non-regular employees as an important issue, one associated with 
legal changes. 
This study contributes to both academic and business interests. From an academic aspect, the first 
contribution is the finding that chronology affects the work motivation of non-regular employees, and 
the second is the performance of an empirical study that applied Herzberg’s theory. The third is the 
evaluation of the store operation model based on practitioner interviews. Regarding the business aspect, 
one contribution is that of scientifically elucidating the work motivation of non-regular employees rather 
than simply relying on managers’ experience and intuition. Another is the number of points suggested 
related to store-management awareness of practitioners. 
This study was an empirical study at three restaurant chains. There is more to be done in 
researching the factors that affect work motivation in various industries. For example, a comparison of 
work motivation based on industry characteristics could be undertaken using cross-industry research. 
As a supplement to this study, there are two additional chapters on future research related to the 
results and remaining issues. In the first, a text-mining analysis is used to explore new intrinsic factors 
of non-regular employees. In the second, a store management simulation using system dynamics is 
developed as a tool to predict the influence of human resource management on store operation. 
 
